
支援センターの取組
〜センターが支援できること〜
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資料4

１ 支援センターの概要

• 平成２９年４月１日から本事業を愛知県・愛知労働局より受託
して、２年弱経過しています。

• 県下医療機関（医科）は、４９０２件。うち、病院規模３２４。
有床診療所３０１。

• センターの事務体制は、今年度、事務局員３名。
医業経営アドバイザー２名、医療労務管理アドバイザー６名を
委嘱しています。

• うち事務局員２名は兼務、医業経営アドバイザーは非常勤、
医療労務管理アドバイザーは平日輪番制により常時１名を配
置しています。
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２ 医療勤務環境改善マネジメントシステム

１．医療勤務環境改善マネジメントシステムとは？
• 医師、看護職、薬剤師、事務職等の幅広い医療スタッフの協力の下、一
連の過程を定めて継続的に行う自主的な勤務環境改善を促進すること
により、快適な職場環境を形成し、医療スタッフの健康増進と安全確保を
図るとともに、医療の質を高め、患者の安全と健康の確保に資することを
目的としています。（改正医療法平成２６年１０月施行）

２．医療勤務環境改善の領域と優先順位
①働き方や休み方の改善
（長時間労働の改善に向けた職種毎の負担軽減等）

②職員の健康支援（メンタルヘルス対策等）

③働きやすさ確保の為の環境整備（仕事と子育て・介護の両立支援等）

④働き甲斐の向上（キャリアアップ支援等）
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３．支援センターの取り組み内容

①医療機関への情報提供（平成３０年度）
◎セミナーの開催 ○県医師会館－４、一宮、豊橋の６会場で開催。

★３６協定の締結と適切な労働時間管理

★今日からできるＰＤＣＡサイクルの回し方（ワークショップ形式）

★まだまだ工夫できる労働時間管理（ワークショップ形式）

★元気高齢者のいきいき活用とＷＬＢ

★診療報酬改定と勤務環境改善

★働きやすい職場づくり 小さな行動がもたらした変化 事例をとおして

★平成３１年４月罰則付きの法改正に対応していますか

★みんなで考える、お互いが生き生きと楽しく働ける環境について

★働き方改革と医療経営改善 メディカルクラークを活用しよう

★新労基法における労働時間管理 ３６協定の改正と対応のポイント

★知っておきたい職場のハラスメント
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②医療機関からの相談対応※平成３０年度はH31.1.31現在

• センターへの来所相談－平成２９年度－１件

平成３０年度－６件

• 電話相談 －平成２９年度－７２件

平成３０年度－３０件

③アドバイザー等の派遣※平成３０年度はH31.1.31現在

• 医療機関訪問相談－平成２９年度－４８件（医療労務・医業経営等７６）

平成３０年度－６９件（医療労務・医業経営等１３６)

④院内研修（アドバイザー派遣）
• ハラスメント研修を希望医療機関 １４件（内、有床診療所４件）

実施済み ２件

⑤会報誌「いきサポ愛知」を平均1500部隔月発行。
• 病院規模２部、有床診療所１部送付。関係団体へ配布、セミナー参加

者及び医療機関訪問時に配布
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４．事例の概要と相談のきっかけ

【事例紹介】（課題の抽出と診断、対策立案）
事案の概要（名古屋市内有床診療所）
• 29.8.31 事務長から「求人票の書き方」「時間外労働削減の方法」

「マネジメントシステム？」「就業規則の点検」
「両立支援助成金」について問い合わせ有り。

※応募したくなる求人票の書き方、マネジメントシステムの説明を行い、是非センターを利
用したいとの回答。就業規則が法令違反しているか否かのチェックは可能。リーフレットで
助成金の説明を行った。

• 29.10.12 「マネジメントシステムは何から始める？」
「各部門のリーダー５名に行わせたい。」

※セルフチェックシートを利用して優先課題を検討することに。

• 29.11.28 「クリニック内にマネジメントシステムを浸透させたい。」

※セルフチェックリストを回収・受領。次回センターから集計結果と取り組みプランに関する
資料を提供し、グループリーダーと面談することに。
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• 29.12.20 院内でアンケート結果から「時間外労働の削減」をテーマにして
マネジメントシステムの導入を進めていくことが決定した。

※現状診断、対策立案シート、アクションプランシートの作成・検討は同院が行い、センターは継
続的にフォローする。

• 30.8.22 「快適な明るい職場づくり」を目指して様々な課題に取り組んでいる。
院内で定期的に開催している研修に「ハラスメント」を取り上げ、職員
の関心・理解を深めたいと要望が有り、実施した。今後、他の系列の
管理者を対象にした研修も検討したい。

※１時間の「ハラスメント研修」では、誰一人俯くことなく熱心に受講されていた。どのような行為
がハラスメントに当たるのか、周囲で起きた時はどうすればいいか？など説明した。

• 30.9.18 支援センターの会報への記事掲載を了解され、理事長から全ての
施設の幹部クラスに本研修を受けさせたいとの連絡あり。

• 30.10.12 有床診グループ内の3医療法人の会議について、支援センターの
同席依頼あり。

※既に取り組んでいる有床診に対し、PDCAサイクルのＣを行うため、研修後のアンケート調査を
依頼した。課題に対するサイクルが１周出来れば、院内での他の課題の取り組みが可能となる。
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５．支援センターの支援内容

• 支援センターはファシリテータに徹して、セルフチェックシートを利用して
医療機関自らが課題を把握し、進むよう助言した。

• 医療機関の業務増とならないようセルフチェックリストを支援センターが
受領して取りまとめ、集計結果と取り組みプランに関する資料を提供し、
グループリーダーと面談した。

• アンケート結果から「時間外労働の削減」をテーマにしてマネジメントシス
テムの導入を進めていくことを同院が決定し、現状診断、対策立案シート
、アクションプランシートの作成・検討は同院が行い、支援センターは継
続的にフォローした。
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６．事例から学ぶ取り組みのポイント
• 今回は、支援センターとして、ＰＤＣＡの内、ＰＤＣまで踏み込んだ支援と
なりました。それは個々の医療機関でマネジメントシステム導入から、現
状分析、課題抽出までを行っても、その後独自で課題克服のために行動
するという余力、又は時間的な余裕を持ち合わせていないと判断された
ので、医療機関が同意の上で進めたものです。過去に、現状診断、課題
抽出のみを行い、その後は医療機関任せの対応としていた為、何処の
医療機関も進められておらず、中断していました。

• 離職の原因として、「人間関係の悪化」が主であり、定着率の悪化要因と
なっている。 院内で定期的に開催している研修に「ハラスメント」を取り
上げ、職員の関心・理解を深めたいと支援センターへ協力依頼が寄せら
れたため、センターから講師を派遣して「ハラスメント研修」を実施し、誰
一人俯くことなく熱心に受講された。

• PDCAサイクルのＣを行うため、研修後のアンケート調査を行ったところ、

職員等から好意的な意見が多く寄せられ、ＰＤＣＡサイクルが１周出来れ
ば、他の課題の取り組みも可能と判断される。
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７．今後の支援センターの活動
• 「セミナー」の計画実施
名古屋、一宮、岡崎地区で６回開催。改正労基法の施行に伴い、適切な手続

きが行われるように取り組み、また地元医療機関での身近な取組事例を紹介

します。

• 「院内研修」の計画実施
現在１２件の院内研修（ハラスメント）を希望されている医療機関に対して、日程

調整、講演内容等の打合せを行っており、今後、個別に実施していきます。

個別の医療機関毎に課題は異なるため、３月に医療機関へ「院内研修」項目

をお示しして、希望を募り、新年度に計画的に実施します。

• アドバイザーの派遣・相談の充実
個別の医療機関からの具体的な相談等に対して、PDCAサイクルの導入を前提

とする助言・支援が行えるよう人員・配置体制を整備して、病院・有床診療所へ

の派遣相談を行います。
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• 「医師勤務時間短縮計画」への助言
平成３１年度から予定されている病院・有床診療所における「医師勤務時間短

縮計画」の策定にＰＤＣＡサイクル導入による「現状把握・分析」「目標の設定」

「工程表作成」 「機器等共用」「勤改センターの助言」を計画的に進めます。

• 「広報活動」の充実
会報誌「いきサポ愛知」を毎月発行とし、最新の情報を医療機関へ提供します。

ホームページに「ニュースレター」（アドバイザー作成）のＱ＆Ａ形式での医療

労務・医業経営に関する情報を発信します。

• 「事務局体制の拡充」
事務局員を兼務から専従へと切替、支援センター業務全体の円滑な処理が

できるよう拡充します。
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